
 資料２  

 
へき地保健医療対策の現状について 

 
へき地保健医療対策は、へき地における医療供給体制の整備が他の地域に

比較して遅れている実情に鑑み、へき地の住民が医学技術の進歩発展及び社
会的、経済的条件の変化に即応して、治療、健康の増進及び疾病の予防のた
めの措置並びにリハビリテーションを一体とした適切な医療を受けるための
施策を体系的かつ計画的に推進することによって、へき地における医療水準
の向上を図ることを目的としている。 
※この対策において「へき地」とは、交通条件及び自然的、経済的、社会的条件に恵まれ

ない山間地、離島その他の地域のうち医療の確保が困難であって、「無医地区」及び「無

医地区に準じる地区」の要件に該当するものをいう。 

 
１．これまでの対策  
○ 山村、離島等のへき地における医療の確保については、昭和３１年度

から１１次にわたる「へき地保健医療計画」を策定している。 
※平成１８年度から実施している第１０次へき地保健医療対策からは、国で策定し 

た指針を基に都道府県ごとにへき地保健医療計画を策定し、地域の実情に応じたき 

め細かい支援体制を整備していくこととしている。 

 
 ○ これに伴い無医地区数は以前に比べ大きく減少。 
   【無医地区の変遷】 

調査年 無医地区数 人口 準無医地区 人口 

昭和４１年 2,920 119 万人 データ無し 

昭和４８年 2,088 77 万人 データ無し 

昭和５９年 1,276 32 万人 データ無し 

平成 ６年 997 24 万人 データ無し 

平成１１年 914 20 万人 データ無し 

平成１６年 787 16 万人   367 10 万人 

平成２１年 705 14 万人   371  8万人 

     ※無医地区：医療機関のない地域で、当該地域の中心的な場所を起点として、概ね半径４㎞ 

の区域内に人口５０人以上が居住している地域であって、通常の交通機関を利用 

して医療機関まで片道１時間超を要する地域など。 

      準無医地区：無医地区ではないが、これに準じて医療の確保が必要と都道府県知事が判断 

し、厚生労働大臣に協議に適当と認めた地区 

 
２．へき地保健医療対策の推移 
   上記により、無医地区等住民の医療を確保するため、昭和３１年度から

１１次にわたる年次計画をたて、それぞれの地区の実情により、各種の施
策を講じている。 

 
第１次計画  （昭和３１年度 ～ 昭和３７年度） 
  診療所の設置 
   ・へき地診療所の整備［人口が多く、かつ、交通の不便な無医地区に



設置］ 
 
第２次計画  （昭和３８年度 ～ 昭和４２年度）  
１．診療所の設置 
２．機動力の利用［新規］ 

   ・患者輸送車、巡回診療車等の整備（運営と医師確保の問題から） 
 
第３次計画  （昭和４３年度 ～ 昭和４９年度） 
 １．診療所の設置 
 ２．機動力の利用 

３．医師派遣の協力助成［新規］ 
   ・へき地担当病院医師派遣事業（昭和４５年度～昭和６０年度） 

４．へき地医療地域連携対策［新規］ 
・へき地医療地域連携対策事業（昭和４６年度 ～ 昭和５４年度） 

地域内の保健所、医療機関、市町村等の有機的連携 
５．医師の確保 

   ・へき地勤務医師等確保修学資金（昭和４９年度～平成２年度） 
 
第４次計画  （昭和５０年度 ～ 昭和５４年度） 
１．診療所の設置 

 ２．機動力の利用 
 ３．医師派遣の協力助成 
 ４．へき地医療地域連携対策 
 ５．医師の確保 

６．へき地中核病院の整備・運営［新規］ 
無医地区を有する広域市町村圏単位（昭和５０年度～） 

７．へき地保健指導所の整備・運営 
保健婦による保健指導（昭和５０年度～） 
 

第５次計画  （昭和５５年度 ～ 昭和６０年度） 
 １．診療所の設置 
 ２．機動力の利用 
 ３．医師派遣の協力助成 
 ４．医師の確保 
   ・へき地勤務医師等確保修学資金 
   ・へき地勤務医師確保事業                     

・修学資金貸与者ワークショップ実施経費   
へき地医療振興助成費に統合（昭和５７年度 ～ ）  

５．へき地中核病院の整備・運営 
 ６．へき地保健指導所の整備・運営 

７．医療情報システムの導入［新規］ 
   ・へき地診療所診療支援システム 



    へき地中核病院とへき地診療所との連携(ﾌｧｸｼﾐﾘ)    
・特定地域保健医療システム 

へき地保健指導所と医療機関との連携(ﾌｧｸｼﾐﾘ) 
 

第６次計画  （昭和６１年度 ～ 平成２年度）  
１．診療所の設置 

 ２．機動力の利用 
 ３．医師の確保 
 ４．へき地中核病院の整備・運営 
 ５．へき地保健指導所の整備・運営 
 ６．医療情報システムの導入（昭和６１年度 ～ ） 
   ・静止画像伝送システム［新規］ 

７．研修機能の強化 
   ・へき地診療所の医師等の医療技術の向上 
   ・へき地診療所の医師等とへき地中核病院との連携強化 
   ・代診医の派遣 

８．へき地診療所の設備整備［新規］ 
   ・初期診断機器 
 
第７次計画  （平成３年度 ～ 平成７年度） 
 １．診療所の設置 
 ２．機動力の利用 
 ３．医師の確保 
   ・へき地勤務医師等確保事業［新規］（ローテイト計画） 
 ４．へき地中核病院の整備・運営 
   ・へき地医療担当指導医［新規］ 
 ５．へき地保健指導所の整備・運営 
 ６．医療情報システムの導入 
 ７．研修機能の強化 
 ８．へき地診療所の設備整備・運営 
 
第８次計画  （平成８年度 ～ 平成１２年度）  
１．診療所の設置 

 ２．機動力の利用 
 ３．医師の確保 
 ４．へき地中核病院の整備・運営 
 ５．へき地保健指導所の整備・運営 
 ６．医療情報システムの導入 
 ７．研修機能の強化 
 ８．へき地診療所の設備整備・運営 
   ・訪問看護による人件費加算［新規］ 

９．へき地医療支援病院の運営［新規］ 



 
第９次計画  （平成１３年度 ～ 平成１７年度） 
 １．診療所の設置 
 ２．機動力の利用 
 ３．医師の確保 
 ４．へき地中核病院の整備・運営 

→平成１５年度よりへき地医療拠点病院に統合 
５．へき地保健指導所の整備・運営 

 ６．医療情報システムの導入 
     ・へき地医療情報システム［新規］ 
 ７．研修機能の強化 
 ８．へき地診療所の設備整備・運営 
 ９．へき地医療支援病院の運営 

→平成１５年度よりへき地医療拠点病院に統合 
10．へき地医療支援機構の設置［新規］ 
11．へき地医療拠点病院群の整備・運営［新規］ 

   
 第１０次計画  （平成１８年度 ～ 平成２２年度）   
１．診療所の設置 

 ２．機動力の利用 
 ３．へき地保健指導所の整備・運営 
 ４．医療情報システムの強化 
    ・へき地医療情報システムにおける２４時間相談体制の整備［新規］ 
 ５．研修機能の強化 
 ６．へき地診療所の設備整備・運営 
 ７．へき地医療拠点病院の整備・運営 
  ８．へき地医療支援機構の機能強化 
   ・非常勤医師の配置［新規］ 
９．医療計画の策定を通じた、住民の納得が得られ、かつ、持続可能な体

制の確立  
 
第１１次計画  （平成２３年度 ～ 平成２７年度）   
１．診療所の設置 

 ２．機動力の利用 
 ３．へき地保健指導所の整備・運営 
 ４．医療情報システムの強化 
 ５．研修機能の強化 
 ６．へき地診療所の設備整備・運営 
 ７．へき地医療拠点病院の整備・運営 
   ・総合的な診療能力を有する医師の育成［新規］ 

８．へき地医療支援機構の機能強化 
   ・キャリア形成推進機能の充実［新規］ 



   ・ドクタープール機能［新規］ 
９．医療計画の策定を通じた、住民の納得が得られ、かつ、持続可能な体

制の確立  
10．全国へき地医療支援機構等連絡会議の設置［新規］ 

 
３．現在のとりくみ  
 ○ 医療資源の都市部偏在等により二次医療圏単独では医療過疎地域の医

療需要に対応しきれないため、より広域的に都道府県単位でのへき地対
策を講じている。 

 
 ［主要事項］ 
  （１） へき地医療支援機構 
      概 要：都道府県単位で設置し、へき地診療所等からの代診医

の派遣要請等、広域的なへき地医療支援事業の企画・
調整等を行う。 

      箇所数：４０か所（平成２６年１月１日現在） 

 
  （２） へき地医療拠点病院 
      概 要：都道府県単位での指導・調整の下に「へき地診療所」

への医師派遣、「へき地診療所」の無い無医地区等を対
象とした巡回診療等を行う。 

      箇所数：２９６病院（平成２６年１月１日現在） 

      補助先：都道府県の指定した病院 
          （運営費（医師派遣、巡回診療実施のための人件費等）、

施設・設備整備） 
      実 績：医師派遣   延べ日数 １２，３１３日 
          巡回診療   延べ日数   ４,７４３日 
                    代診医派遣  延べ日数   ３,２８３日 

（平成 25 年度現況調より） 
 
  （３） へき地診療所 
      概 要：無医地区において診療所を整備し、地域住民の医療確

保を図る。 
      箇所数：１，０３８か所〔国保診療所含む〕（平成２６年１月１日現在） 
      補助先：都道府県、市町村、日赤、済生会、厚生連、北社協 他 
          （運営費（診療実施のための人件費等）、施設・設備整

備） 
 
   
 
 
 



（４） へき地保健指導所 
      概 要：無医地区等にへき地保健指導所を整備し、保健医療の

機会に恵まれない住民に対する保健指導を行う。 
      箇所数：１５か所（平成２６年１月１日現在） 
      補助先：都道府県、市町村 

 
（５） へき地巡回診療車（船・ヘリ） 

      概 要：無医地区等の医療の確保を図るため巡回診療を実施す
る。 

      実施台数：へき地巡回診療車 3台（うち 2台は歯科診療車） 
           へき地巡回診療船 1台（済生丸） 

（済生会所有の「済生丸」にて岡山、広島、香川、愛媛の離島を巡回診療） 

           へき地巡回診療ヘリ １台（鹿児島の離島で実施） 
※実施台数については、H25 に補助金を交付決定した台数 

   
（６） へき地患者輸送車（艇） 

      概 要：患者輸送車（艇）を整備し、へき地の患者を最寄医療
機関まで輸送する。 

 実施台数：患者輸送車 99 台（平成２６年１月１日現在） 

             患者輸送艇  6 台（平成２６年１月１日現在） 
      ※実施台数については、補助金を交付していないものも含む 

 
 



第１次計画
（S31年度～S37年度）

第２次計画
 （S38年度～S42年度）

第３次計画
 （S43年度～S49年度）

第４次計画
 （S50年度～S54年度）

第５次計画
（S55年度～S60年度）

第６次計画
 （S61年度～H2年度）

第７次計画
（H3年度～H7年度）

第８次計画
 （H8年度～H12年度）

第９次計画
 （H13年度～H17年度）

第１０次計画
（H18年度～H22年度）

第１１次計画
 （H23年度～H27年度）

診療所の設置
（へき地診療所の整備）

機動力の利用（患者輸送
車、巡回診療車等の整
備）

医師派遣の協力助成（へ
き地担当病院医師派遣事
業）

へき地医療地域連携対策
（へき地医療地域連携対
策事業）

医師の確保（へき地勤務
医師等確保修学資金）

へき地中核病院の整備・
運営

（平成１５年度よりへき地
医療拠点病院に統合）

へき地保健指導所の整
備・運営

医療情報システムの導入

研修機能の強化
（へき地診療所の医師等
の医療技術の向上等）

へき地診療所の設備整備
（初期診断機器）

へき地医療支援病院の運
営

（平成１５年度よりへき地
医療拠点病院に統合）

へき地医療拠点病院の運
営

へき地医療支援機構の設
置

医療計画の策定を通じ
た、住民の納得が得られ、
かつ、持続可能な体制の
確立

全国へき地医療支援機構
等連絡会議の設置

　※第１０次へき地保健医療計画より都道府県ごとにへき地保健医療計画を作成

へき地保健医療計画の変遷

・へき地勤務医師等確保修学資金

・へき地勤務医師確保事業 第5次計画よりへき地医療振興助成費に統合

・修学資金貸与者ワークショップ実施経費

第７次計画より設備整備だけでなく、運営も追加



関係市町村

専任担当官
へき地医療支援機構

へき地医療支援機
構等交流促進会議

へき地医療拠点病院

地域住民

大学医学部

地域枠医学生 寄附講座

へき地医療に関
する総合調整（行
政－大学－現場）
・企画立案

へき地勤務医の
キャリア形成支援

代診等の派遣調
整・ドクタープール
の運用

無医地区等
に対する巡回
診療の実施

へき地勤務医等

地域枠学生等を対象とした
セミナーや地域医療に関
する勉強会、相談会等を
寄附講座等と連携して実
施。

へき地勤務医等に対するヒ
アリング、人事ローテーショ
ン管理、代診派遣、キャリア
形成支援を実施。

へき地勤務医等に対する支援
等について協議を実施。

市町村等と協力して
啓発活動を実施。

医師派遣
代診医派遣

研修事業

総合的な診療能
力を有する医師
の育成

へき地医療に関す
る経験をもつ医師
を以て充てる。機
構の業務を統括
する。

遠隔医療等に
よる診療支援

入院を要する
患者の受入

へき地診療所・過疎地域等特定診療所

国（厚生労働省）

都道府県

国・他県との意見交換・調整

高校生や医学生
向けの啓発等

診療報酬（DPC）
上の加算（H22～）

無医地区等での巡回診療（歯科も含む）

へき地保健医
療対策事業（補
助事業）の実施

第11次へき地
保健医療計画の
策定

へき地以外の
医師確保対策と
の連携・調整

支 援

協議会開催

支 援

へき地住民に対する基礎的な医療の提供を行
う。（過疎地域特定診療所においては、眼科・耳鼻
咽喉科・歯科等への対応を実施。）

支 援

第11次へき地
保健医療計画
策定指針の策
定等、へき地保
健医療対策に
関する総合的な
企画立案

へき地保健
医療対策事業（
補助事業）の企
画立案・及び実
施

調査・分析等

へき地保健指導所

へき地における保健指導等

調査・分析等

他の施策（過
疎対策・離島振
興等）との連携・
調整

※施設名に傍線が引かれている施設等は運営費に
ついて国庫補助が行われているもの。

へき地医療支援機構を中心に、行政、へき地で勤務する医師、へき地医療に協力する施設・機関、そしてへき地の住民がそれぞれ連携・協力し、かつ
他の都道府県の先進事例にも学びながら、効果的・効率的で持続可能性のあるへき地への医療提供体制の構築を行う。


